
＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊プログラムプログラムプログラムプログラム＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊    

18:00 18:00 18:00 18:00 ––––    18:18:18:18:00005555    開会のあいさつ開会のあいさつ開会のあいさつ開会のあいさつ    

18:18:18:18:00005 5 5 5 ––––    18:18:18:18:33330000    基調講演基調講演基調講演基調講演：：：：ICCICCICCICC 国際調停の実務（国際調停の実務（国際調停の実務（国際調停の実務（Andrea CarlevarisAndrea CarlevarisAndrea CarlevarisAndrea Carlevaris 氏）氏）氏）氏）    

18:18:18:18:33330 0 0 0 ––––    19:0019:0019:0019:00    スピーカー：日本における調停スピーカー：日本における調停スピーカー：日本における調停スピーカー：日本における調停（岡田春夫弁護士）（岡田春夫弁護士）（岡田春夫弁護士）（岡田春夫弁護士）、、、、国際調停国際調停国際調停国際調停（（（（Joel GreerJoel GreerJoel GreerJoel Greer 弁護士）弁護士）弁護士）弁護士）    

19:19:19:19:00000 0 0 0 ––––    19:19:19:19:33330000        パネルパネルパネルパネルディスカッションディスカッションディスカッションディスカッション：国際調停と日本：国際調停と日本：国際調停と日本：国際調停と日本    

19191919:30 :30 :30 :30 ––––    11119:359:359:359:35    閉会のあいさつ閉会のあいさつ閉会のあいさつ閉会のあいさつ    

19191919:3:3:3:35555    ––––    20202020::::44445555    レセプションレセプションレセプションレセプション    

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊スピーカースピーカースピーカースピーカー＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊    

Andrea CarlevarisAndrea CarlevarisAndrea CarlevarisAndrea Carlevaris：ICC国際仲裁裁判所事務局長（Secretary General）（パリ） 

Joel GJoel GJoel GJoel Greerreerreerreer：ベーカー&マッケンジー法律事務所（外国法共同事業）パートナー 

岡田春夫岡田春夫岡田春夫岡田春夫：岡田春夫綜合法律事務所代表弁護士 

大森裕一郎大森裕一郎大森裕一郎大森裕一郎：ベーカー&マッケンジー法律事務所（外国法共同事業）アソシエイト／ICC YAF 地域代表 

多田慎多田慎多田慎多田慎：弁護士法人大江橋法律事務所アソシエイト 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

さて、この度、2017 年 5 月 22 日に大阪で日本 IPBA の会関西支部後援の下、ICC YAF 主催による国際調停

に関するセミナー＆レセプションが開催されますので、ご案内いたします。 

調停は、世界中において利用されている確立された裁判外紛争解決手続きの一つです。もっとも、調停に対

する姿勢や期待は、紛争当事者の文化的な背景等によって大きく異なり、その結果として調停の具体的な手続

き等も大きく変わりえます。本セミナーでは、ICC（国際商業会議所）国際仲裁裁判所（パリ）の事務局長

（Secretary General）である Andrea Carlevaris 氏を迎え、ICC 国際調停の実務に関する基調講演をいただくと

ともに、日本国内外において国際調停の経験のあるスピーカーからその経験等をお話しいただきます。 

その後、引き続きレセプションを行い、ICC 関係者との交流や IPBA のメンバー間の懇親会を行います。IPBA

の会員に限らず御参加いただけますので、渉外実務に携わる法曹関係者・企業法務担当者、今後渉外実務を希

望する若手法曹の方には多数ご参加くださいますようご案内申し上げます。 

＊ICC YAF（Young Arbitrators Forum）は、若手の実務家が、国際仲裁やその他の国際紛争解決手続きについて理解を深め、

同じ関心を持つ仲間との間で議論等を行うための場を設けることを目的とする団体です。ICC YAF の活動（イベント情報等）

については、ホームページ（https://iccwbo.org/dispute-resolution-services/professional-development/young-arbitrators-forum-
yaf/）をご覧ください。 
＊IPBA とは Inter-Pacific Bar Association（環太平洋法曹協会）の頭文字から成る名称であって、ビジネス・商事法務を専門

とする、アジア・太平洋地域に居住する法曹もしくは環太平洋地域に高度な関心を持つ法曹が中心となって組織する法曹協会

です(www.ipba.org)。日本日本日本日本 IPBA とは、日本の弁護士によって設立された IPBA の関連団体であって、IPBA 会員による交流等

を行う機会を提供すること等を目的とした団体です (www.ipbajp.com)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

日日日日    時時時時    平成平成平成平成 29292929 年年年年 5555 月月月月 22222222 日（月）日（月）日（月）日（月）    6:00 pm 6:00 pm 6:00 pm 6:00 pm ––––    8:45 pm8:45 pm8:45 pm8:45 pm    

会会会会    場場場場    大阪弁護士会館大阪弁護士会館大阪弁護士会館大阪弁護士会館    地下地下地下地下 1111 階階階階    洋食倶楽部洋食倶楽部洋食倶楽部洋食倶楽部 ENENENEN（大阪市北区西天（大阪市北区西天（大阪市北区西天（大阪市北区西天満満満満 1111----12121212----5555））））    

Tel: 06Tel: 06Tel: 06Tel: 06----4709470947094709----6606  6606  6606  6606  http://r.gnavi.co.jp/k02http://r.gnavi.co.jp/k02http://r.gnavi.co.jp/k02http://r.gnavi.co.jp/k021716/map/1716/map/1716/map/1716/map/    

参加費参加費参加費参加費    無料（レセプションにご参加の方は、無料（レセプションにご参加の方は、無料（レセプションにご参加の方は、無料（レセプションにご参加の方は、3000300030003000 円円円円を頂戴します）を頂戴します）を頂戴します）を頂戴します）    

 ＊キャンセルの場合は 19日（金）までにご連絡をお願いいたします。 

日本ＩＰＢＡの会関西支部 

支部長 児玉 実史 

 

 ““““国際調停－海外及び国内における様々な調停制度国際調停－海外及び国内における様々な調停制度国際調停－海外及び国内における様々な調停制度国際調停－海外及び国内における様々な調停制度””””  
ICC YAFICC YAFICC YAFICC YAF による国際調停による国際調停による国際調停による国際調停セミナーへのお誘いセミナーへのお誘いセミナーへのお誘いセミナーへのお誘い        

 

ICCICCICCICC    YAFYAFYAFYAF（（（（Young ArbYoung ArbYoung ArbYoung Arbitrators Forumitrators Forumitrators Forumitrators Forum）主催）主催）主催）主催    



 

お申込方法： 

下記申込書に必要事項を記入の上、日本IPBA の会 関西支部事務局（担当：多田、FAX：06-6226-3055 

メール：tada@ohebashi.com）までご連絡ください。 

 

お問い合わせ： 

本セミナーについてご質問がある場合は、大森裕一郎弁護士（ICC YAF 地域代表、メール：

yuichiro.omori@bakermckenzie.com）までお問い合わせください。 

 

………………………………………………………………………………………………………………………………………… 

国際調停セミナー（平成２９年５月２２日）申込書 

日本IPBAの会 関西支部 事務局行： 担当：多田 慎 

               FAX: (０６)６２２６-３０５５ / e-mail: tada@ohebashi.com  

 

セミナー終了後のレセプションに  参加する   ・  参加しない 

    

所属名：               貴 名：                 （   期）

Email(                               ) 

 

＊予約の都合がございますので、キャンセルのご連絡は１９日（金）までにお願い申し上げます。 

＊ご記入頂いた情報は，主催団体に参加者名簿を配布するほか，主催団体からの各種連絡・情報提供（E ﾒｰﾙによる案内含む）

以外の目的には利用しません。 


